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Ⅰ 目的 

   令和７年度より「浜松市上下水道部 水道事業 管種採用基準」が改定されたことを

踏まえ、ＨＰＥ管の設計にかかる指針を改めて見直し整備することで、適切な設計が

行えるよう職員間における認識の統一を図ろうとするものである。なお、本指針は特

殊な現場条件を加味しない標準的な設計を想定したものであるため、本指針を採用し

た結果、現地との整合が取れなくなるなど課題が生じることが懸念される場合は、本

指針によらず現場条件を考慮した設計を心掛けるものとする。また、本指針に記載の

ない事項については、「浜松市水道工事共通仕様書」、「水道工事監督員ガイド」、「水道

工事設計積算ガイド(管路）」、配水用ポリエチレンパイプシステム協会発行「配水用ポ

リエチレン管及び管継手設計マニュアル」、「水道配水用ポリエチレン管及び管継手施

工マニュアル」、「水道配水用ポリエチレン管及び管継手維持管理マニュアル」を確認

すること。 
 
 
 
 
 
Ⅱ 設計 

 １ 設計一般 

（１）採用口径 

     ＨＰＥ管の採用にあっては、原則として表２－１のとおり決定するものとする

が、詳細については本指針とは別に「浜松市上下水道部 水道事業 管種採用基準」

を参照し決定すること。 
 表２－１ 口径別の採用基準 

口径（㎜） ５０ ７５ １００ １５０ ２００以上 

採用の可否 ○ ○ ○ ○ × 

          備考 ○：採用する、×：採用しない                   

 

（２）掘削幅・砂厚 

    ＨＰＥ管の掘削幅および砂厚は、表２－２のとおりとする。 

 表２－２ 口径別の掘削幅および砂厚 

口径（㎜） 外径（㎜） 土留め 掘削幅（㎜） 上砂厚（㎜） 下砂厚（㎜） 

５０ ６３ なし／あり ６００／９００ １００ １００ 

７５ ９０ なし／あり ６００／９００ １００ １００ 

１００ １２５ なし／あり ６００／９００ １００ １００ 

１５０ １８０ なし／あり ６００／９００ １００ １００ 
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（３）使用範囲 

     ＨＰＥ管の使用圧力は静水圧０．７５ＭＰａ以下とし、使用温度（水温）別に

定める使用圧力は表２－３に示すとおりとする。 
 表２－３ 温度別の使用圧力 

使用温度（℃） ０～２０ ２５ ３０ ３５ ４０ ４５ ５０ 

最高許容圧力（MPa） １．００ ０．９２ ０．８５ ０．７９ ０．７３ ０．６７ ０．６３ 

使用圧力（MPa） ０．７５ ０．６７ ０．６０ ０．５４ ０．４８ ０．４２ ０．３８ 

       備考 最高許容圧力は、使用圧力（静水圧）に水撃圧０．２５ＭＰａを加えた値 

 

（４）配管記号 

     ＨＰＥ管にかかる各種配管記号については、表２－４に示すとおりとする。 
 表２－４ 各種配管記号 
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１口

１口 １箇所 １箇所 １口

１
口

１
箇
所

（５）管の保護 

     配水管としてＨＰＥ管を地中に埋設する場合にあっては、溶剤浸透防止のため

ナイロンスリーブシートによる被覆を行うものとする。 
 

（６）管の表示 

     口径７５㎜以上のＨＰＥ管を布設する場合にあっては、「浜松市地下埋設物件表

示要領」に基づき、標示テープを管頂部へ貼り付けるものとする。 
 

（７）管の処分 

     ＨＰＥ管の処分にあっては、運搬費および処分費の総額が最も安価となる処分

業者を工事ごとに経済比較し決定すること。ただし、経済比較の結果に関わらず、

リサイクルが可能な処分地がある場合は優先して採用すること。 
 

（８）融着接続箇所 

     ＨＰＥ管の融着接続にあっては、ＥＦソケットまたは口径１００㎜以下のＥＦ

チーズを使用した場合、図２－１に示すとおり各材料の両側２口分の接続を「１

箇所」として計上し、その他材料の接続については接続口ごとに「１口」として

計上する。 
 
 
 
 
 
            図２－１ 融着接続箇所数計上方法（口径１００㎜以下） 

 

２ 材料関係 

（１）材料規格 

     ＨＰＥ管材料の規格は、以下のとおりとする。 
・ＪＷＷＡ Ｋ １４４（ＨＰＥ管） 
・ＪＷＷＡ Ｋ １４５（ＨＰＥ管継手） 
・ＰＴＣ（ＨＰＥ管関連部材） 
 

（２）受口仕様 

     ＨＰＥ管材料は、口径によらず以下の考え方を優先して受口の仕様を決定する。 
     ・直 管 材 料：ＥＦ受口付き仕様（切管材料除く） 
     ・異形管材料：両受け仕様 
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 （３）仕切弁 

     仕切弁を設ける際は、ＨＰＥ挿口付（両挿または受挿）ソフトシール仕切弁を

採用する。また、沈下防止のため仕切弁下部にコンクリート平板などを設置する。 
 

（４）消火栓 

     消火栓を設ける際は、本管からの分岐部にＰＥ挿口付鋳鉄製Ｔ字管を採用する。

また、沈下防止のため消火栓下部にコンクリート平板などを設置する。なお、口径

φ７５㎜へ減径する場合は、消火栓使用の水理検討を各課において行うものとする。 
 

（５）キャップ 

     ＨＰＥ管端部へ融着接合によるキャップを設ける際は、本管にＥＦ受口が備わ

っている場合はスピゴット型のキャップを採用し、そうでない場合はＥＦ受口付き

キャップを採用する。 
 

（６）不断水分岐割Ｔ字管 

     配水本管として既設管から口径７５㎜以上のＨＰＥ管の不断水分岐を行う場合、

図２－２に示すとおり既設管種別が鋳鉄製かつ耐震管であれば耐震型不断水分岐

割Ｔ字管を採用し、鋳鉄製かつ非耐震管であればＫ形受口型不断水分岐割Ｔ字管に

ＨＰＥ挿口付き変換継手を組み合わせて分岐する。また、分岐元となる既設管種別

がＨＰＥ管または水道用硬質塩化ビニール管（以下、ＶＷＰという。）であれば、

バルブ型不断水分岐割Ｔ字管にＰＥ挿口付鋳鉄製フランジ短管を組み合わせて分

岐すると共に、沈下防止のため不断水分岐割Ｔ字管下部にコンクリート平板などを

設置する。加えて、ＨＰＥ管の場合はフランジ用耐震補強金具も併せて設置する。

ただし、いずれの既設管種別においても分岐先が口径５０㎜である場合は、仮バル

ブ付き外ネジ型不断水分岐割Ｔ字管を採用できるものとする。 
（耐震管からの分岐）  （非耐震管からの分岐）    （ＨＰＥ管または     （口径５０㎜ 

ＶＷＰからの分岐）     への分岐） 

 
 
 
 
 
 
 
 
                 図２－２ 不断水分岐方法 
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新設管側既設管側
ﾒｶﾆｶﾙ継手

ﾒｶﾆｶﾙ継手
HPE

HPEDIP

１ｍ以上

次回更新予定位置

HPE

（７）メカニカル継手製品 

     メカニカル継手を使用してＨＰＥ管の接続を行う製品にあっては、ＨＰＥ管内

に金属製コアを打ち込み、接続部が離脱防止能力を有するものを採用すること。ま

た、ＨＰＥ管と鋳鉄管の接続を行う場合にあっては、鋳鉄管側の接続部は３DｋN
以上の離脱防止能力を有する特殊押輪を有する製品を採用すること。 

 
（８）埋設標識シート 

     埋設標識シートは、地上からの埋設探査が可能なアルミ製のものを採用する。 
 
 ３ 配管関係 

（１）最小切管長 

最小切管長は、物理的な寸法と現場での作業性を考慮し、表２－５に示す数値

以上の長さを確保すること。ただし、管末部分に使用する切管は極力２ｍ以上とす

ることが望ましい。また、図２－３に示すように既設管連絡部の新設管側仕切弁部

においては、次回更新時の施工性を考慮し１ｍ以上の切管を設けることが望ましい。

加えて、融着接合以外の接合の際は、下記によらず適切な挿入代を確保すること。 
表２－５ 最小切管長 

呼び径 ５０ ７５ １００ １５０ 

最小切管長※（㎜） １８３ ２０５ ２６０ ３００ 

     ※最小切管長は、（挿入代＋余裕代）×２＋クランプ幅を確保できる長さ 

 
 
 
 
 
 
 

図２－３ 既設管連絡部付近の新設仕切弁への切管長 

 
（２）曲げ配管 

     地上面に対し水平方向に曲げ配管を採用する場合にあっては、交差点部や直線

道路では布設位置が不明瞭となり、工事完成後の維持管理において支障を来す恐

れがあるため採用を避けるものとする。また、曲げ配管部での不断水簡易仕切弁

および不断水分岐割Ｔ字管の設置は漏水の原因となるため、設置は行わないこと

とする。以上から、曲げ配管の採用は分岐工事が見込まれない曲線道路などでの

採用を基本とする。また、路面に対し垂直方向の曲げ配管であれば、道路状況に

よらず採用できるものとする。なお、直管による曲げ配管における最小曲げ半径



- 6 - 
 

HPEGX

ﾒｶﾆｶﾙ継手

HPE HPE

仮
ﾊﾞ

ﾙﾌ
ﾞ付

外
ﾈ
ｼﾞ
ﾀ
ｲﾌ

ﾟ
不

断
水

割
T字

管

継手
冷間

切管

切管

は表２－６に示すとおりとし、曲げ配管部でのＥＦ接合作業は施工不良の原因と

なるため、事前に直線状態でＥＦ接合を行った後に曲げ配管を行うものとする。 
表２－６ 最小曲げ半径 

呼び径 ５０ ７５ １００ １５０ 

最小曲げ半径（ｍ） ５．０ ７．０ ９．５ １３．５ 

 

（３）伏せ越し 

     構造物などの伏せ越し箇所にあっては、流方向が急激に変化にすることで管内

に気泡が発生することが懸念されるため、極力９０度曲管は使用せず、４５度以

下の曲管またはＳベンド乙字管の使用により伏せ越しを行うことが望ましい。た

だし、配管スペースや給水取出し箇所が確保できないなどの問題が生じる場合は

この限りではない。 
 

（４）新設ダクタイル鋳鉄管（ＧＸ形）との接続 

     新設ダクタイル鋳鉄管（ＧＸ形）との接続にあっては、図２－４に示すように、

ＨＰＥ管側およびダクタイル鋳鉄管（ＧＸ形）側のそれぞれが一体化構造での接続

となるよう、ＨＰＥ挿口付き変換継手を採用することが望ましい。なお、設計の考

え方は、ダクタイル鋳鉄管側の管種及び口径で継手延長分計上するものとする。 
 
 
              図２－４ ダクタイル鋳鉄管（ＧＸ形）との接続 

 

（５）メカニカル継手または冷間継手との接続 

     仕切弁操作で直ちに水が止まらない場合や、接合完了後すぐ通水しなければな

らない場合などには、メカニカル継手を採用すること。また、メカニカル継手およ

び冷間継手の採用にあっては、異形管と直接接続した場合、各メーカーが定める挿

入代を確保できない可能性があるため、図２－５に示すように異形管との間に切管

を設けるものとする。ただし、接続する異形管材料の挿入代が、各メーカーが定め

る挿入代を満足することが明らかな場合はこの限りではない。 
 
 
 
 
 
 
               図２－５ 異形管接続時の切管の確保 
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（
口

径
１

５
０

㎜
～

口
径

７
５

㎜
）

本線部同口径布設区間
（口径１００㎜～口径５０㎜）

仕切弁より枝線側で減径

（口径１００㎜～口径５０㎜）

必要口径での布設区間

１．０ｍ以上の切管

新設管 既設管

HPE用
ｵﾈｼﾞ付ｿｹｯﾄ

HILAｿｹｯﾄ

VWP

既設管

HILAﾁｰｽﾞ
（枝ﾈｼﾞ）

（６）減径を伴うＨＰＥ管同士の分岐 

     交差点部においてＨＰＥ管を減径してチーズ分岐する場合にあっては、将来配

水計画が見直され増径が必要となった場合を考慮し、図２－６に示すとおり、Ｈ

ＰＥ管の減径は仕切弁よりも枝線側で行うものとする。この時、次回更新時の作

業性を考慮し、仕切弁から枝線側に１．０ｍ以上の切管を設けることが望ましい。

ただし、本線部が口径１５０㎜の場合は、「浜松市上下水道部 水道事業 管種採用

基準」に鑑み、将来的にも口径１００㎜を超える増径の可能性が低いため、同口

径での布設に代えて口径１００㎜での布設とすること。また、枝線部が行き止ま

り道路などで将来的に口径５０㎜を超える増径が見込めない場合は、口径５０㎜

での分岐とすることができる。※（※将来需要の判断は、自己判断によらず各課内

において協議すること。） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
               図２－６ 交差点部での減径を伴う枝線分岐方法 

 

（７）既設ＶＷＰからの分岐 

     断水により既設ＶＷＰからＨＰＥ管を分岐する場合にあっては、図２－７に示

すように本線部でＨＩＬＡソケットとＨＩＬＡチーズ（枝ネジ）をＶＷＰで繋ぎ、

ＨＩＬＡチーズ（枝ネジ）分岐部からＨＰＥ管用オネジ付きソケットを使用して

枝線へ分岐すること。 
 
 
 
 
 
 
               図２－７ 既設ＶＷＰからの分岐方法 
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新設管側 新設管側

５ｍ以上

ＨＰＥ管布設替範囲

５ｍ以上

ＨＰＥ管布設替範囲

HPE

ﾒｶﾆｶﾙ継手 ﾒｶﾆｶﾙ継手

DIP HPE DIP

既設管側 既設管側

５ｍ以上

ＨＰＥ管布設替範囲

ﾒｶﾆｶﾙ継手 ﾒｶﾆｶﾙ継手

DIP HPE HPE DIP

新設管側既設管側 新設管側 既設管側

（８）各種既設管との推奨接続方法 

     各種既設管との推奨接続方法について、別紙「既設管との接続推奨事例集」を

参考とすること。 
 

（９）既設鋳鉄管補修部への使用 

     補修作業などにより既設鋳鉄管へ部分的にＨＰＥ管を設ける場合、ＨＰＥ管の

直管長さが短いと地盤変状により金属管が相対変移した場合にＨＰＥ管に応力集

中し、座屈などを引き起こす危険性があるため、図２－８に示すように直線部に５

ｍ以上のＨＰＥ管長さを確保すること。また、既設鋳鉄管の直線部からＥＦチーズ

を用いて分岐させる場合は、図２－９に示すように分岐部の両側それぞれに直線５

ｍ以上のＨＰＥ管長さを確保すること。 
 
 

 
 

 
 
             図２－８ 直線部における HPE 管確保長さ 

  
 
 
 
 
 
 
             図２－９ 分岐部における HPE 管確保長さ 

 

（１０）露出配管 

     ＨＰＥ管を長期露出配管する場合にあっては、紫外線などによる管体の劣化を

考慮し、その共用期間は最大で２年間とする。 
 

（１１）仮設配管 

     口径７５㎜以上の仮設配管を考える場合にあっては、繰り返しの使用を前提と

しないＨＰＥ管を採用した場合、使用後に処分となる可能性があるため、繰り返し

使用が可能なレンタル管などのリース材を優先して採用するものとる。 
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Ⅲ 施工 

 １ 基本事項 

（１）施工上の注意 
  管の取扱いにおいては、特に傷がつかないように注意し、また紫外線、火気

からの保護対策を行うこと。 
  管に直接ねじを切ったり、塗装をしたりしないこと。また、加熱加工を行

わないこと。 
  融着作業中のＥＦ接合部では水が付着することを厳禁とするため、水場で

は十分なポンプアップ、雨天時はテントによる雨よけなどの対策を講じる

こと。 
 

（２）管の運搬 

  トラックからの積み下ろしの際など、管や継手を放り投げたりして衝撃を与

えないこと。 
  トラックで運搬の際、管が吊り具や荷台の角に直接当たらないようにクッシ

ョン材で保護すること。 
  小運搬を行うときは、必ず管全体を持ち上げて運び、引きずったり滑らせた

りしないこと。 
 

（３）管の保管 

  管の保管は屋内保管を原則とし、メーカー出荷時の荷姿のままにすること。

現場で屋外保管をする場合はシートなどで直射日光を避けるともに、熱気が

こもらないように風通しに配慮すること。 
  管の保管は平坦な場所を選び、まくら木を約１ｍ間隔で敷き、不陸が生じな

いようにすること。保管方法は、保管数量・置場に合わせた適切な方法を選

択すること。特にＥＦ受口付直管については、受口部の端子に衝撃を加えた

り傷をつけたりしないよう十分注意すること。 
  継手およびＥＦ受口部の保管は屋内保管を原則とし、現場で屋外保管をする

場合はメーカー出荷時の段ボールなどで梱包状態のままシートなどで覆う

こと。 
  管、継手とも、土砂、洗剤、溶剤、油が付着する恐れがある場所および火気

の側には置かないこと。 
 

 ２ 管布設工事 

（１）管の据付 

  管を布設する前に掘削溝内に石やアスファルト塊などの異物がないことを

確認すること。 



- 10 - 
 

  工事を一時中断する場合など、管内に水や土砂が混入しないよう、管端に

仮キャップなどを施すこと。 

 

（２）管の切断 

  高速砥石タイプの切断工具は熱で管切断面が変形する恐れがあるため使用

せず、所定のパイプカッタを用いて管を切断すること。 

 

（３）管の融着接合 

  接合作業は、「浜松市における配水管工に関する要綱」第 3 条第 3 項に従

い、該当する管種、口径において接合作業が認められた配水管工が行うも

のとする。 

  前項による配水管工は、「水道配水用ポリエチレン管配管施工講習」を受講

したものでなければならない。 

  管に傷がないか点検し、有害な傷（管厚の１０％）がある場合はその箇所を

切断して除去すること。 

  管端から２００㎜以上の範囲を管全周に渡って、管に付着している土や汚れ

をペーパータオルまたは清潔なウエスで清掃すること。 

  管端から測って規定の差込長さの位置に標線を記入し、切削面をマーキング

すること。 

  スクレーパを用いて管端から標線まで管表面を切削（スクレープ）すること。

切削は原則１回とし、削り残りが生じた場合はカンナ式スクレーパで、マー

キングが完全に消えるまで切削すること。 

  管の切削面とＥＦソケットの内面全体をエタノール（純度９５％以上）また

はアセトンを浸み込ませたペーパータオル（１００％パルプ品）で清掃する

こと。 

  清掃はきれいな素手で行うものとし、軍手など手袋の使用はしないこと。 

  融着面の異物、油脂などの汚れを完全に拭き取るよう注意し、清掃後はその

面に手を触れないこと。触れてしまった場合は再度清掃を行うこと。 

  ＥＦソケットは泥などが付着しないよう使用直前に梱包袋から取出すこと。 

  切削・清掃済みの管にソケットを挿入し、端面に沿って円周方向にマーキン

グを行うこと。 

  ＥＦソケットに双方の管を標線位置まで挿入し、クランプを用いて管とＥＦ

ソケットを固定すること。 

  コントローラ（電気融着機）に付属のバーコードリーダでバーコード（融着

データ）を読み込む際は、必ず継手に添付されたバーコードを読み込むこと。 

  水が少しでもある場合は正常に融着できないため、水が付着していないこと

を確認して通電すること。 



- 11 - 
 

  通電終了後は、ＥＦソケットのインジケータが左右とも隆起しているか確認

し、表３－１に示す時間、放置・冷却すること。冷却中はクランプで固定し

たままにし、接合部に外力を加えないこと。 

表３－１ 冷却時間 

呼び径 ５０ ７５ １００ １５０ 

冷却時間（分） ５ １０ 

 

（４）管のメカニカル接合 

  管表面の傷の有無を確認し、取り付け時に傷がシールパッキン部にかからな

いよう注意すること。 

  継手本体の受口内面およびインナーコアに付着した油・砂などの異物をウエ

スなどで取り除くこと。 

  本来の継手性能を発揮させるため、インナーコアを本管に挿入すること。 

  継手本体受口のゴム内面に滑剤を塗布し、標準挿入量の標線が押輪端面にく

るように片口ずつ管を挿入すること。 

  ナットを手、またはスパナなどで少し緩めスペーサを取外し、Ｔ頭ボルト、

ナットを押輪と継手本体がメタルタッチになるまで締め付けること。 

 

（５）施工管理 

  ＥＦ接合時には、１２頁図３－１に示す様式を参考として「ＥＦソケット接

合チェックシート」を作成し、記録すること。 

 

（６）通水試験（洗浄排水作業および水圧試験） 

  水圧試験は、ＥＦ継手（ＥＦソケット・ＥＦベンド類・ＥＦチーズ類・ＥＦ

フランジ・ＥＦキャップ）の場合、最後のＥＦ接合が終了しクランプが外せ

る状態になってから、表３－２に示す放置時間以上経過した後に行うこと。 

表３－２ 水圧試験実施までの放置時間 

呼び径 ５０ ７５ １００ １５０ 

放置時間（分） ２０ ３０ ４５ 

  上記に関わらず、ＥＦサドル類の場合は口径に関係なく３０分以上経過して

から行うこと。なお、メカニカル継手による接合の場合は、放置時間は不要

とする。 

  水圧試験は、基準となる水圧が確保されなかった際の施工不良箇所の特定が

困難となることから、２００ｍ程度以内となる区間での実施が望ましい。 
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             図３－１ ＥＦ接合チェックシート様式（参考） 
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  水圧試験の方法は、浜松市水道工事共通仕様書３－８－１２水圧試験工に記 

載のとおり、充水後（排気完了後）１２時間以上経過後に０．７５Ｍｐａ

で加圧した後、２４時間計測する方法により行うことを原則とする。ただ

し、通水試験区間の管接合が融着接合のみに限定される場合、図３－２に示

す方法により行うことができるものとする。この時、水圧を記録するチャ

ート紙は、１４頁図３－３の例に示すような分単位での水圧の変化が確認

可能な様式を使用すること。 

 

管路の水圧を０．７５ＭＰａに上昇させ、５分間放置する。 

 

 

５分間放置後、水圧を０．７５ＭＰａまで再加圧する。 

 

 

再加圧後、すぐに水圧を０．５０ＭＰａまで減圧し、そのまま放置する。 

 

 

放置してから、１時間後の水圧を確認する。（０．４０ＭＰａ以上あるか否かを確認する。） 

 

 

 

 

放置してから、２４時間後の水圧を確認する。 

（０． ３０ＭＰａ以上あるか否かを確認する。） 

 

 

 

 

 

 

漏水なし               漏水あり  

 

                  図３－２ 通水試験方法 

 

  水圧試験に使用する水圧測定器は、メーカーの推奨する頻度に応じて外部委

託または施工業者自身において定期的に校正が行われ、必要とされる精度や

機能が確保されていることが確認できるものを使用すること。 

０．４０ＭＰａ以上の場合 ０．４０ＭＰａ未満の場合 

０．３０ＭＰａ 

以上の場合 
０．３０ＭＰａ 

未満の場合 
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           図３－３ 分単位での水圧の変化が確認可能なチャート紙の例 

 

 ３ 管の補修 

（１） ＥＦソケットによる管の補修 

  水場や降雨時などＥＦ接合に好ましくない施工環境では、メカニカルソケッ

トを使用すること。 

  ＥＦソケットの内面中央に設けてある突起（ストッパー）を取り除き、やり

とりができるようにしておくこと。 

  破損部（傷などを直接受けた箇所だけでなく、その影響により管の歪みが確

認できるまでの部分）からそれぞれ管外径以上の距離を加えた部分を既設管

の撤去箇所とすること。 

  既設管、新管それぞれに標線を記入し、融着面を切削、清掃後、再度標線を

記入し、突起部を取り除いたＥＦソケットを既設管側に預け、新管と既設管
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の標線位置にＥＦソケットを合わせた後、融着接合するものとする。 

 

（２） メカニカルソケットによる管の補修 

  既設管の撤去箇所は、ＥＦソケットによる管の補修における撤去箇所の考え

方と同様とするが、最低撤去長さとして８００㎜以上は確保すること。 

  接合作業については、第Ⅲ章２－（４）「管のメカニカル接合」によるもの

とする。 

 

 ４ 圧着（スクイズオフ）工法 

（１） 採用判断基準 

 本来、適正な水道施設の維持管理と受発注者の技能継承の観点から、断水連絡

はバルブ操作によって行われることが望ましいが、施工内容や断水範囲、周辺施

設状況などによりバルブ操作による断水が困難であると判断される場合は、圧着

工法の採用を可能とする。 
 

（２） 基本事項 
  適用は口径５０㎜から口径１００㎜までとする。 

  既設管の撤去箇所は、ＥＦソケットによる管の補修における撤去箇所の考え

方と同様とする。 

  圧着箇所は、撤去箇所（切断位置）から５００㎜以上離した直管部とするこ

と。また、付近にＥＦソケットがある場合は、ＥＦソケットから管外径の３

倍以上の離隔を確保すること。 

  ＨＰＥ管用以外の圧着機は管の潰し過ぎや漏水の原因となるため使用しな

いこと。 

  圧着箇所は、オフセット図を作成し完成図として保管すること。 

  施工の各段階に応じて写真を撮影し管理すること。 

 

（３） 施工手順 
  作業範囲の汚れをペーパータオルまたは清潔なウエスで清掃したあと、有害

な傷がないか確認すること。 

  圧着位置を中心とし、ＥＦソケット長さの巾をマーキングし、手かんなによ

り全周切削する。この時管底部は手鏡などで切削状況を確認すること。 

  ＨＰＥ管用圧着機を所定の位置に設置し、ストッパー位置を管外径に応じて

設定した後、上圧縮棒がストッパーに当たるまで圧着する。 

  撤去箇所を取り除いた後、管端からＨＰＥ管用圧着機周辺までアセトンなど

で清掃し、ウエスを管内に入れて止水する。 

  圧着部補強用ＥＦソケットを既設管へ通し、止水用ウエスを取り除いた後、
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補修用のＨＰＥ切管をメカニカルソケットで接合する。なお、接合作業につ

いては、第Ⅲ章２－（４）「管のメカニカル接合」によるものとする。 

  ＨＰＥ管用圧着機を圧着部から取り除き、圧着部に矯正工具を取り付けて円

形に復元する。この時ボルトはメタルタッチまで締め付け、３分程度保持す

ること。 

  円形に矯正した後、前もって切削した部分の汚れをエタノール（純度９５％

以上）またはアセトンで再度清掃し、圧着部補強用ＥＦソケットの中央が圧

着部の中央になるように移動する。この時ＥＦソケットの移動が固い場合は

当て木をし、ハンマーなどで叩いて移動させる。 

  圧着部補強用ＥＦソケットを融着し完了する。 
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G-L

G-L
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100* 75
100* 50

100* 75
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１／２

　　　①両受Sベンド または ②両受曲管x2+高さ調整用切管 の組み合わせを設けることにより高さ調整を行うものとする。

（ⅱ）既設管と新設管で高低差が生じる場合、長さ調整用切管手前のEFソケットの代わりに

（ⅰ）既設管受口を利用する場合、変換継手の挿口は継手の形に合ったものを採用すること。

 ①-(1) 既設耐震管路(φ150㎜以下)× 新設HPE管(同口径)

 ①-(2) 既設耐震管路(φ200㎜)× 新設HPE管(φ150mm・φ100mm)

 ①-(3) 既設耐震管路(φ150㎜以下)× 新設HPE管(1ランク減径)または
　　　　既設耐震管路(φ100㎜)  　× 新設HPE管(φ50mm)

 ①-(4) 既設耐震管路(φ150㎜)× 新設HPE管(φ75mm)

 ②-(1) 既設非耐震管路(φ150㎜以下)× 新設HPE管(同口径)

 ②-(2) 既設非耐震管路(φ200㎜)× 新設HPE管(φ150mm・φ100mm)

 ②-(3) 既設非耐震管路(φ150㎜以下)× 新設HPE管(1ランク減径)または
　　　　既設非耐震管路(φ100㎜)  　× 新設HPE管(φ50mm)

 ②-(4) 既設非耐震管路(φ150㎜)× 新設HPE管(φ75mm)

（接続方法①および②共通事項）

例:DGX

例:DGX

例:DGX

例:DGX 例:DK

例:DK

例:DK

例:DK

　　　　　販売され、当該製品の設計への採用が有効であると判断される場合は当該製品の使用を検討すること。
※備考２　本資料は設計指針制定時点での考え方であり、設計指針施行後、当事例に記載のない製品が開発・　

※備考３　既設管接続部付近で水の影響を受ける場合や、接続完了後すぐ通水しなければならない場合などには、
　　　　　既設管との接続部に対しメカニカル継手を採用すること。

（口径別 接続方法早見表） （口径別 接続方法早見表）

※ 各接続方法に示す接続材料の組み合わせによる対応、若しくは、必要となる
　 管種・口径の製品が取扱われているかどうか、各メーカーに問い合わせること。　 　 管種・口径の製品が取扱われているかどうか、各メーカーに問い合わせること。　

※ 各接続方法に示す接続材料の組み合わせによる対応、若しくは、必要となる

※備考１　本資料は代表的な管種・口径の配管推奨例であり、全ての管種・口径の接続を網羅するものではない。　

既設管との接続推奨事例集

（既設管） （新設管）（既設管） （新設管）

（新設管）（既設管）

（既設管受口が利用可能な場合）

（新設管）（既設管）

（既設管受口が利用可能な場合）

（既設管受口が利用可能な場合）

（既設管受口が利用可能な場合）

（既設管） （新設管）

（既設管） （新設管）

（既設管） （新設管）

（既設管受口が利用可能な場合）

（既設管受口が利用可能な場合）

（既設管受口が利用可能な場合）

（既設管受口が利用可能な場合）

（既設管） （新設管）

① 既設鋳鉄管(耐震管路)からHPE管での延伸 ② 既設鋳鉄管(非耐震管路)からHPE管での延伸

水道配水用ポリエチレン管設計指針　別紙（１／２）

DGX・DNS DK・DA・DT

　　－　　

　　－　　 　　－　　

【

新
設
管
側】

Ｈ
Ｐ
Ｅ
管

φ 50㎜

φ 75㎜

φ100㎜

φ150㎜

【

新
設
管
側】

Ｈ
Ｐ
Ｅ
管

φ 50㎜

φ 75㎜

φ100㎜

φ150㎜

方法 ①-(3)

φ200㎜φ150㎜φ100㎜φ75㎜ φ200㎜φ150㎜φ100㎜φ75㎜

　　－　　

　　－　　

　　－　　

方法 ①-(3)

方法 ①-(3)

方法 ①-(1)

方法 ①-(1)

方法 ①-(1) 方法 ①-(2)

方法 ①-(2)

方法 ①-(4) 方法 ②-(1)

方法 ②-(1)

方法 ②-(1) 方法 ②-(2)

方法 ②-(2)方法 ②-(3)

方法 ②-(3)

方法 ②-(3)方法 ②-(3)

方法 ②-(4)

方法 ①-(3)

【既設管側】　鋳鉄管（耐震管路） 【既設管側】　鋳鉄管（非耐震管路）

 省　　略  省　　略

 省　　略

 省　　略  省　　略

 省　　略

※ ※

※

※ ※

※

DK

EF片受
片落管

HPEDGX HPE HPE

長さ調整用切管

片落管
EF片受

ﾒｶﾆｶﾙ継手
HPE挿口付
変換継手

HPE HPE HPE

長さ調整用切管

ﾒｶﾆｶﾙ継手

DK

片落管
EF片受HPE挿口付

変換継手

DGX HPE HPEHPE

長さ調整用切管

片落変換継手
HPE挿口付

ﾒｶﾆｶﾙ継手片落変換継手
HPE挿口付

HPE HPEHPE

長さ調整用切管

ﾒｶﾆｶﾙ継手

DK

HPEDGX HPE HPE

長さ調整用切管

片落変換継手
HPE挿口付

ﾒｶﾆｶﾙ継手片落変換継手
HPE挿口付

HPE HPE HPE

長さ調整用切管

ﾒｶﾆｶﾙ継手片落管
EF片受

HPE HPE HPE

長さ調整用切管

DK

ﾒｶﾆｶﾙ継手変換継手
HPE挿口付

HPEDGX HPE HPE

長さ調整用切管

ﾒｶﾆｶﾙ継手
HPE挿口付
変換継手

3DkN以上
K形特殊押輪

3DkN以上
K形特殊押輪

3DkN以上 3DkN以上
K形特殊押輪K形特殊押輪

3DkN以上 3DkN以上
K形特殊押輪K形特殊押輪

3DkN以上 3DkN以上
K形特殊押輪K形特殊押輪



上 下
上

両受Sﾍﾞﾝﾄﾞ

H300
H450
H600

45°

11°
22°

45°

11°
22°

150*100
100* 75
150*100

 75* 50

100* 75
150*100

 75* 50

100* 75
 75* 50

150* 75
100* 75 100* 50
 75* 50

 40以下* 50

（接続方法③～⑤共通事項）

２／２

または

 ③-(1) 既設HPE管(φ150㎜以下)× 新設HPE管(同口径)

 ③-(2) 既設HPE管(φ150㎜以下)× 新設HPE管(1ランク減径)

 ③-(3) 既設HPE管(φ150㎜以下)× 新設HPE管(2ランク減径)

 ④-(1) 既設VWP(φ50mm以上φ150㎜以下)× 新設HPE管(同口径)

 ④-(2) 既設VWP管(φ50mm以上φ150㎜以下)× 新設HPE管(1ランク減径)または
　　　　既設VWP管(φ50mm以上φ150㎜以下)× 新設HPE管(2ランク減径)

 ⑤-(1) 既設VWP(φ40mm以下)× 新設HPE管(φ50)

　　　　　販売され、当該製品の設計への採用が有効であると判断される場合は当該製品の使用を検討すること。
※備考２　本資料は設計指針制定時点での考え方であり、設計指針施行後、当事例に記載のない製品が開発・　

　　　　　
※備考３　既設管接続部付近で水の影響を受ける場合や、接続完了後すぐ通水しなければならない場合などには、
　　　　　既設管との接続部に対しメカニカル継手を採用すること。

（口径別 接続方法早見表） （口径別 接続方法早見表）

　 管種・口径の製品が取扱われているかどうか、各メーカーに問い合わせること。　
※ 各接続方法に示す接続材料の組み合わせによる対応、若しくは、必要となる

　 管種・口径の製品が取扱われているかどうか、各メーカーに問い合わせること。　
※ 各接続方法に示す接続材料の組み合わせによる対応、若しくは、必要となる

※備考１　本資料は代表的な管種・口径の配管推奨例であり、全ての管種・口径を網羅するものではない。　

（ⅰ）既設管と新設管で高低差が生じる場合、下記（ａ）か（ｂ）のいずれかの方法により高さ調整を行うものとする。

　　　（ａ）両受Sベンドによる方法 　　　（ｂ）両受曲管x2+高さ調整用切管による方法

既設管との接続推奨事例集

（新設管）（既設管）

③ 既設HPE管からHPE管での延伸 ④ 既設VWPからHPE管での延伸

水道配水用ポリエチレン管設計指針　別紙（２／２）

（既設管） （新設管）

（既設管） （新設管）

（新設管）（既設管）

（既設管） （新設管）

（新設管）（既設管）

（新設管）（既設管）

（既設管） （新設管）

⑤ 既設VWPとHPE管との接続

【
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設
管
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Ｈ
Ｐ
Ｅ
管

φ 50㎜

φ 75㎜

φ100㎜

φ150㎜
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【
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Ｐ
Ｅ
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　　－　　

　　－　　

　　－　　 　　－　　

　　－　　

　　－　　

【既設管側】　ＨＰＥ管

方法 ③-(1)

方法 ③-(1)

方法 ③-(1)

方法 ③-(1)

方法 ③-(2)

方法 ③-(2)

方法 ③-(2)

方法 ③-(3)

方法 ③-(3)

φ50㎜ φ150㎜φ100㎜φ75㎜

　　－　　

　　－　　

　　－　　 　　－　　

　　－　　

　　－　　

方法 ④-(2)

方法 ④-(2)

方法 ④-(1)

方法 ④-(1)

方法 ③-(1)

方法 ③-(1)

方法 ④-(2)

方法 ④-(2)

方法 ④-(2)

【既設管側】　ＶＷＰ

 省　　略  省　　略
※ ※

長さ調整用切管長さ調整用切管 長さ調整用切管 長さ調整用切管高さ調整用切管

HPE HPE

ﾒｶﾆｶﾙ継手

HPE HPE

長さ調整用切管

ﾒｶﾆｶﾙ継手

HPE HPE HPE HPE

長さ調整用切管

ﾒｶﾆｶﾙ継手
片落継手
ﾒｶﾆｶﾙ

HPE HPE HPE

長さ調整用切管

片落継手
ﾒｶﾆｶﾙ

HPE

ﾒｶﾆｶﾙ
片落継手

HPE

ﾒｶﾆｶﾙ継手

HPE HPE

長さ調整用切管

ﾒｶﾆｶﾙ継手

VWP

HPE HPE HPE

長さ調整用切管

ﾒｶﾆｶﾙ継手

VWP

片落継手
ﾒｶﾆｶﾙ

片落継手
異種管用

ｲﾝｺｱ付
ﾒｶﾆｶﾙ継手

長さ調整用切管

VWP HPEHPEHPE


